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第 1章 

 

文化とその影響をどう計測するか：経済学分野からの知見 

 

明日山 陽子 

 

要約： 

本章では、主に経済学分野の論文において、「文化」および「文化の影響」がどのように計測さ

れてきたか、主な先行研究を紹介・整理する。まず、回帰分析によって文化がアウトカムに与

える影響を正しく推定するためには、アウトカムと文化の両方に影響する環境要因を完全に制

御する必要がある。このため経済学では、文化が異なる人々が同じ環境に直面している状

況、つまり環境要因が全員同一のため完全に制御できる状況を見つけ出して利用してきた。

主に移民データを用いた疫学的アプローチの他、文化の異なる人々が同じ行政区内に長年

住んでいる状況に空間回帰不連続デザインを適用した研究などが該当する。また、「文化」の

計測手法として本章では、①国（集団）ダミーを使用する、②文化を体現する国（集団）の客観

的指標を用いる、③質問紙調査の回答の国（集団）平均値を用いる、④実験室（ラボ）実験ま

たはフィールド実験で測る、⑤その他（主観的厚生との相関から推定、インターネット上でのデ

ータ収集など）の手法を簡単に紹介する。 
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１． はじめに 

経済学分野では 2000年代以降、世界価値観調査（World Values Survey: WVS）といった関連

データの蓄積を背景に「文化」が政治経済的帰結や制度に与える影響（Guiso et al. 2006; 

Fernández 2011; Alesina and Giuliano 2015）や、「文化」の形成要因（Alesina and Fuchs-Schündeln 

2007; Alesina et al. 2013; Oumer et al. 2020）に関する実証分析が増加した。「文化」の定義は様々

であるが、本章では、文化心理学（北山 1998; 内田 2020）や経済学（Guiso et al. 2006）の定義を

参考に、「国・地域・世代・民族などで区別される集団に共有された価値観、信念、規範、思考・

反応のパターン」と、「文化」を定義しておく。1   

本章は、主に経済学分野の論文において、「文化」および「文化の影響」がどのように計測され

てきたか、主な先行研究を紹介・整理するものである。2 まず 2 節で、文化が政治経済的帰結や

制度に与える影響の計測を試みた実証分析について、文化の影響（回帰分析における文化の

係数）を正確に計測するために経済学ではどのような手法がとられてきたのか紹介・整理する。

代表的な手法として、主に移民データを用いた疫学的アプローチがあるが、移民データ以外の

既存調査データを用いた分析例も紹介する。次に 3 節で、文化の影響を計測する際に、経済学

ではそもそも「文化」をどう計測してきたのか、簡単に紹介・整理する。なお、順序尺度を用いて文

化を計測する手法については、次章で詳しく紹介する。 

 

２． 文化の影響をどう計測するか 

本節では主に、公的機関や研究者グループが行った質問紙調査のデータを用いて、文化の

影響を計測する手法について紹介・整理する。例えば、各国の文化が個人の幸福度に与える影

響を計測する場合を考えよう。文化の影響としては例えば、幸福度を何段階かの順序尺度で測

る場合、東アジア出身の人ほど極端な回答選択肢を選ばない傾向がある、個人より家族の幸福

を重要視する、ほどほどの幸福度を理想とするなどの要因から、回答された幸福度の数値が低く

なるかもしれない。このとき、例えば、世界各国の個人の幸福度の回答と出身国、性別や年齢、

教育水準、家族構成、就業状況、所得といった基本属性のデータが手元にあり、全ての人につ

いて居住国と出身国は同じ（つまりすべての人が移民ではない）とする。 

ここで、以下のように各人の幸福度の回答を出身国（＝居住国）の文化指標に回帰させるモデ

 
1  参考にした文化心理学の文化の定義は、内田(2020)による北山（1998）をもとにした定義「ある集団

内に社会・集団の歴史を通じて築かれ、共有された、価値あるいは思考・反応のパターン」および内

田自身の「習慣・規範・価値観など、社会のなかで共有される有形無形の枠組み」（内田 2020: 73）で

ある。経済学でよく使用される定義としては、”customary beliefs and values that ethic, religious, and 

social groups transmit fairly unchanged from generation to generation”（民族的、宗教的、社会的集団が

世代から世代へと伝える、あまり変化しない慣習的な信念や価値観）（Guiso et al. 2006、和訳は筆者）

を参考にした。 
2  本章はすべての先行研究を網羅するわけではない。特に、経済実験を用いた文化の研究につい

てはほとんどカバーできていないことに注意が必要である。 
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ルを考える： 

 

𝑌𝑖𝑅𝑡 = 𝐂𝐮𝐥𝐭𝐮𝐫𝐞𝐑=𝐎𝜷 + 𝐗𝐢𝐑𝐭𝜶 + 𝜀𝑖𝑅𝑡 (1) 

 

添え字 i, R, tはそれぞれ、個人、居住国（＝O: 出身国）、調査時点を表す。𝑌𝑖𝑅𝑡は被説明変数

（今回の例では個人の幸福度の回答）、𝐂𝐮𝐥𝐭𝐮𝐫𝐞𝐑=𝐎は i の出身国＝居住国の文化指標（のベク

トル）、𝐗𝐢𝐑𝐭は i の基本属性のベクトル（定数項含む）、𝜀𝑖𝑅𝑡は誤差項である。ここで、文化指標

𝐂𝐮𝐥𝐭𝐮𝐫𝐞𝐑=𝐎を各人の国（出身国＝居住国）ダミーで計測する場合を考えると、国ダミーの推定係

数𝛽を当該国の文化が Y に与える影響の大きさだとみなすことはできるだろうか？答えは否であ

る。国ダミーの係数には、文化要因だけでなく、労働市場や治安、社会保障といった個人の幸福

度に影響を与える各国の環境要因の影響も含まれてしまうからである。つまり、日本人が全員日

本に、中国人が全員中国に、ドイツ人が全員ドイツに住んでいるようなデータからは、文化要因と

環境要因を区別し分離することはできないのである。 

国ダミーではなく、より文化を直接表すような指標、例えば個人主義的文化ほど幸福度が高く

なるとの仮説のもと、𝐂𝐮𝐥𝐭𝐮𝐫𝐞𝐑=𝐎を各国の個人主義の度合いを表す指標で測った場合にも問題

は生じる。個人主義指標が国単位のため、個人主義指標に加え国ダミーをコントロールすること

はできず、個人主義指標と相関し、かつ個人の幸福度に影響を与える各国の様々な環境要因を

完全にコントロールすることはできない。これら要因は誤差項𝜀𝑖𝑅𝑡に含まれることになり、計量分

析における「内生性」の問題が生じ、係数𝛽を正しく推定することができなくなるのである。3 

つまり、文化の影響𝛽を正しく推定するには、被説明変数と文化の両方に影響する環境要因を

完全にコントロールすることが必要となる。このため経済学では、文化が異なる人々が同じ環境

に直面している状況を見つけ出して利用してきた。全ての人が同じ環境に直面していれば、環

境が被説明変数に与える影響も全員同じだと仮定し、個人属性をコントロールした後に残る影響

は環境ではなく文化の違いによるものと考えたのである。 

 

２．１．移民データを用いたアプローチ 

２．１．１ 実証手法 

環境は同じだが文化が異なる状況を利用した最も代表的な分析手法が、ある国（または複数

国）における移民（海外から入国し居住している immigrants）等のデータを用いた「疫学的アプロ

ーチ（epidemiological approach）」である。同アプローチについては Fernández (2011) のレビュー

論文があるが、本章では 2011 年以降の論文も参照しながら同アプローチを概観・検討する。な

お、「疫学的アプローチ」という名称は、疾病に対する遺伝的要因と環境要因を区別するために

 
3 説明変数（例えば𝐂𝐮𝐥𝐭𝐮𝐫𝐞𝐑=𝐎）と誤差項に相関があると、推定された説明変数の係数はバイアスを

含んだ推定値となり、正確な値が推定できなくなるというのが「内生性」の問題である。 
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移民や自国民（native）の健康関連指標を比較する疫学者のアプローチに由来する（Fernández 

2011: 489-490）。 

移民データを用いた疫学的アプローチでは通常、以下のような式(2)を推定する。 

 

𝑌𝑖𝑅𝑂𝑡 = 𝐂𝐮𝐥𝐭𝐮𝐫𝐞𝐎𝜷 (+𝐹𝐸𝑅) + 𝐗𝐢𝐑𝐎𝐭𝜶 + 𝜀𝑖𝑅𝑂𝑡 (2) 

 

𝐹𝐸𝑅は居住国固定効果（居住国ダミー × その係数）を表し、移民の居住国が 1 カ国しかないデ

ータの場合には省略される。式(1)との違いは、居住国 R と出身国 O が異なる移民のデータを用

いているため、出身国ダミーまたは出身国の文化指標で計測した文化の影響𝛽と、居住国ダミー

で計測した環境の影響を分離できる点にある。このようなアプローチで文化がアウトカム Yに与え

る影響を推定した論文は特に 2000年代後半以降増加した。 

表 1 は、主に経済学の代表的な学術雑誌に掲載された論文について、被説明変数や文化の

計測の仕方、使用データにヴァリエーションが出るように選んだものである。まず、データに注目

すると、自身が海外生まれの第一世代移民ではなく、両親または片親が海外生まれで自身が居

住国生まれの第二世代移民のデータを用いた分析が多いことがわかる。第一世代移民の場合、

移民前の出身国の環境から影響を受けている可能性があり、また移民後の居住国の環境から影

響を受けた年数がまちまちであるため、環境要因を完全にコントロールできない。生まれたときか

ら同じ居住国の環境に直面している第二世代移民のデータを用いれば、同じ居住国に住む全て

の第二世代移民の環境要因を同一とみなすことができ、環境要因のコントロールが可能となる。

第二世代移民の場合、出身国の文化の影響は第一世代移民よりも弱いと考えらえるが、文化は

親から子へ伝達されるため、第二世代移民においても、出身国による文化差の影響があると仮

定されている（Fernández 2011）。移民の居住国としては、米国や欧州が多いが、米ギャラップ社

の世論調査 Gallup World Poll や OECD の学習到達度を測る調査 Programme for International 

Student Assessment (PISA) などの移民データを用いて、欧米以外の国も含む多数国のデータを

分析した研究もある。 

文化が影響を与えるアウトカム変数𝑌𝑖𝑅𝑂𝑡は様々であるが、親との同居の有無、子供の数、労働

時間、賃金、就業状況、地理的移動、投票行動、寄付行動、貯蓄率、テストスコア、欠席・問題行

動、進学、金融サービスへのアクセス・利用といった客観的指標を用いるケースに加え、政治的

態度、信頼、所得分配選好、生活満足度といった主観的指標を用いるケースもある。 

文化指標𝐂𝐮𝐥𝐭𝐮𝐫𝐞𝐎については、①出身国ダミーを使用するもの、②出身国の文化を体現す

ると思われる客観指標の出身国平均値を使用する（例えば、出身国の女性の労働参加率（FLFP）

が同国の女性の労働参加に対する価値観を体現していると考え、出身国の FLFP を文化指標と

して用いる）、③オランダの社会心理学者 Geert Hofstedeによる文化の調査やWVSなどの既存

調査で測られた価値観・信念の出身国の平均値を使用する、といったパターンがみられる。なお、

文化の計測の仕方については 3節で再度議論する。 
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移民に加えて自国民のデータを使用して、アウトカムに影響を与える文化要因と環境要因の

双方を推定しようとする論文もある（Senik 2014; Exton et al. 2015）。Senik (2014)は 2002～2010年

の欧州社会調査（European Social Survey: ESS）で調査された、欧州７カ国在住の自国民と移民

のデータを用いて、フランス人の幸福度が相対的に低い理由を、文化（”mentality”）要因と環境

（”circumstances”）要因に分解した論文である。同じ居住国では、出身国が異なっても同じ環境

に直面している、自国民と移民は文化が異なるとの仮定のもと、彼女は以下の式を推定した： 

 

𝑌𝑖𝑅𝑂𝑡 = 𝛼0𝐼𝑀𝑖 + ∑ 𝛾𝑅 𝐷𝑅 + ∑ 𝜇𝑅 𝐼𝑀𝑖𝐷𝑅 + ∑ 𝛿𝑂 𝐷𝑂 + 𝛼1𝑍𝑖𝑡 + 𝜀𝑖𝑅𝑂𝑡 (3) 

 

添え字 i, R, O, t はそれぞれ、個人、居住国、出身国（実際にはより広い出身地域）、調査時期を

指す。𝐼𝑀𝑖は移民ダミー、𝐷𝑅は居住国ダミー、𝐷𝑜は出身国（地域）ダミー、𝑍𝑖𝑡は時期ダミーおよび

様々な個人属性（性別、年齢と同二乗、婚姻状態、世帯所得、失業ダミーなど）、𝜀𝑖𝑅𝑂𝑡は誤差項

である。 

ここで、フランス居住ダミー𝐷𝐹𝑅𝐴の係数 𝛾𝐹𝑅𝐴がフランス自国民の他国民
4との幸福度の違いを

表し、その𝛾𝐹𝑅𝐴は環境要因（𝛾𝐹𝑅𝐴 + 𝜇𝐹𝑅𝐴 ）と文化要因（−𝜇𝐹𝑅𝐴 ）の合計（𝛾𝐹𝑅𝐴 + 𝜇𝐹𝑅𝐴 +

(−𝜇𝐹𝑅𝐴) = 𝛾𝐹𝑅𝐴）と等しくなる。環境要因（𝛾𝐹𝑅𝐴 + 𝜇𝐹𝑅𝐴）は、フランス居住と他国居住の移民の

幸福度の違いを表し、この違いは全て居住環境の違いによるものと想定される。文化要因

（−𝜇𝐹𝑅𝐴）は移民ダミーとフランス居住ダミーの交差項の係数である。フランスにおける自国民と移

民の幸福度の差が他国とどれくらい異なるかを測っており、これは全て文化の違いによるものと

想定されている。Senik (2014)の Table 1Cの推定結果を用いると、欧州 7カ国全体の平均をゼロ

とした場合に、フランス自国民の幸福度（𝛾𝐹𝑅𝐴）は－0.312、うち環境要因（𝛾𝐹𝑅𝐴 + 𝜇𝐹𝑅𝐴）は－

0.068、文化要因（−𝜇𝐹𝑅𝐴）は－0.244となり、フランスの幸福度の欧州での相対的低さの 8割弱が

文化要因で説明できることが判明している。 

Exton et al. (2015) は、2009～2013年の Gallup World Pollの 150カ国超の自国民および移民

データを用いて、主観的厚生（subjective well-being: SWB、幸福度指標に含まれる）の各国間の

違いが各国の環境要因と文化要因でどの程度説明できるか分析した。その際、まず以下の式(4)

が推定され、そこで得られた推定係数 𝛾𝑅̂ が式(5)で使用される。 

 

𝑌𝑖𝑅𝑂𝑡 = 𝐼𝑀𝑖𝛼0 + ∑ 𝛾𝑅 𝐷𝑅 + 𝛼1𝑍𝑖𝑡 + 𝜀𝑖𝑅𝑂𝑡 (4) 

𝑌𝑖𝑅𝑂𝑡 = 𝐼𝑀𝑖𝛼0 + 𝛽𝑅𝛾𝑅̂ + 𝛽𝑂𝛾𝑂̂ + 𝛼1𝑍𝑖𝑡 + 𝜀𝑖𝑅𝑂𝑡 (5) 

 
4 「他国」とは通常、参照（レファレンス）国としたどこかの国であるが、Senik の論文では欧州 7 カ国全

体の平均値がレファレンスになるように推定が行われている。 



6 

 

 

添え字や変数が表す内容は式(3)とほとんど同じであるが、式(3)と違う点は、𝐼𝑀𝑖に移民ダミーに

加えて移民して 5年超を表すダミーが追加されていること、𝑍𝑖𝑡の個人属性の中身に性別、年齢と

同二乗、婚姻状態、世帯所得、失業ダミーに加え、子供の数、教育水準、田舎・村・郊外・都市ダ

ミーが含まれることである。 

式(5)では Senik (2014)とは異なり、居住国ダミーや出身国ダミーは説明変数として含まれてい

ない。これは、移民のサンプル数に対して国ダミーの数が多くなりすぎるためである。代わりに、

式(4)で推定された居住国ダミーの係数 𝛾𝑅̂（個人属性制御後の各国自国民の SWB平均値）を説

明変数として式(5)が推定される。例えば、式(4)を推定した結果、フランス居住ダミーの係数が

0.473、日本居住ダミーの係数が－0.151 であった場合5、式(5)で i が日本在住フランス人なら𝛾𝑅̂

には日本居住ダミーの係数－0.151が入り、𝛾𝑂̂にはフランス居住ダミーの係数 0.473が入るという

具合である。𝛽𝑅と𝛽𝑂の推定値は 0.817 と 0.191で（Exton et al. 2015: Table 5, Model 2のケース）、

この場合、SWB の各国間の違いを説明する要因中、環境要因が 81%、文化要因が 19%を占め

ると解釈される。Exton et al. (2015)の分析は、欧州だけでなく世界 150 カ国超をカバーしている

点で評価できる。しかし、環境要因と文化要因の影響度合いはどの国も同じと仮定されているた

め、Senik (2014)のように各国の SWBについて環境要因と文化要因がどれくらい影響しているか

は推定できず、あくまで世界平均についての推定となる点が限界である。 

 

２．１．２ 移民データの分析の課題と対処例 

 移民データを用いた文化の影響分析にはいくつかの課題がある。本節では 4 つの課題を取り

上げ、既存研究における対処例を紹介する。第一の課題は、第二世代移民を分析対象とする場

合、時間の経過や居住国の教育・近隣環境によって、出身国文化の影響が既に弱くなっている

可能性が高く、文化の影響𝜷が過小評価されてしまう点である。ただ、Fernández (2011)が指摘す

るように、それでも文化の係数𝜷が有意にゼロと異なるという結果が得られれば、本来はもっと文

化の影響が大きいことが示唆されるわけで、文化の影響の有無・方向性の評価にとってはそれほ

ど大きな問題とはならない。 

 第二の課題は、居住国が同じなら移民は皆同じ環境に直面しているとの仮定が正しくない可能

性である（Fernández 2011）。例えば、居住国が同じでも、出身国によって住む地域の気候や所得

水準、教育水準、同じ出身国からの移民の多さなどが異なるだろう。この問題への対処方法は、

居住国内での環境要因の違いをできる限りコントロールすることである。米国の移民データを使

用した Giuliano (2007)や Alesina et al. (2015)は州ダミー（固定効果）を含めることで、州ごとの環

境の違いはコントロールしている。また、米国フロリダ州の移民データを用いて、出身国の長期志

向文化が生徒の学業達成に与える影響を分析した Figlio et al. (2019)は、学校×年ダミー（固定効

 
5 係数の値は、Exton et al. (2015) の Annex 10の表中、Ladder of Life Nowが被説明変数のケース。 
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果）を入れることで、移民の子供たちが住む地域や通う学校の環境をコントロールした。 

また、分析の関心がアウトカムの男女差にあるという限定的なケースではあるが、移民の姉弟・

兄妹にサンプルを限定し、姉弟・兄妹ペアの固定効果を入れることで、家庭レベルで直面する環

境を完全にコントロールする研究もある。例えば、Finseraas and Kotsadam (2017)はノルウェーの

第二世代移民の姉弟・兄妹データを用いて姉弟・兄妹ペアの固定効果をコントロールした。その

結果、出身国の女性の労働参加率が高い（女性の労働参加に肯定的な文化であるとみなす）ほ

ど、ノルウェーにおける女性の（男性と比べた相対的）労働参加率が高まるが、その影響の大きさ

は環境要因のコントロールが甘い既存研究の推定値よりも小さいことを見出した。Aldén and 

Neuman (2022)も、スウェーデンの第二世代移民の姉弟・兄妹データを用いて姉弟・兄妹ペアの

固定効果をコントロールした分析を行った。その結果、出身国で女性が男性に比べて STEM（科

学・技術・工学・数学）を専攻するほど、スウェーデンの高校や大学で STEM 専攻（または性差の

大きい専攻）における男女格差が小さくなることを見出した。Holmlund et al. (2023) はスウェーデ

ンの第二世代移民の姉弟・兄妹データを用いて姉弟・兄妹ペアの固定効果をコントロールし、16

歳時点の学業成績の男女格差に最も影響を与える出身国の文化は、Hofstede の達成志向（男

性性）の文化次元であることを見出した。 

 第三の課題は、移民の選択（セレクション）バイアスに関連する。議論をわかりやすくするために、

これまでの例と同様、移民データを用いて、出身国の文化指標（例えば個人主義度合い）が移民

の幸福度に影響を与えているか回帰分析するケースを考えてみよう。まず、移民は出身国の

人々からランダムに抽出されたわけではない（Fernández 2011）。出身国で幸せでない人ほど、幸

せを求めて海外に移民するというセレクションが働き、かつこのセレクションの度合いが高い国か

らの移民ほど、移民先での幸福度が低い可能性がある。つまり、このセレクション度合いが式(2)

の誤差項に含まれる。ここで、このセレクション度合いと出身国の文化指標（個人主義度合い）が

正の相関を持つ場合、推定された文化係数𝜷には下方バイアスが、一方、負の相関を持つ場合

には上方バイアスがかかり、文化の影響𝜷を正しく推定することができない。6  この場合、誤差項

に含まれるセレクション度合いをコントロールするというのが対処方法になる。論文例としては、出

身国の平均値との乖離を見ることで、移民の教育水準のセレクション度合いをコントロールした

Figlio et al. (2019)や Hanushek et al. (2022)、貯蓄率のセレクション度合いをコントロールした

Fuchs‐Schündeln et al. (2020) などがあげられる。 

 また、もう一つのセレクション（またはソーティング）の問題として、移民は居住国をランダムに選

択しているわけではなく、地理的・文化的距離や居住地の環境を考慮して選択しているという点

がある（Figlio et al. 2019; Moriconi and Peri 2019; Hanushek et al. 2022）。ここでも、移民の幸福度

を出身国の個人主義度合いに回帰するケースで、かつ居住国を米国に限定した場合を考えよう。

 
6 このようなバイアスの方向性については、Wooldridge (2020: 84-86)の omitted variable biasの議論が

わかりやすい。 
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例えば、米国と地理的に遠い国から来る移民ほど資産を持っている可能性があり（Figlio et al. 

2019）、幸福度が高いかもしれない。この場合、米国との地理的距離が式(2)の誤差項に含まれる。

ここでもし、米国から遠い国ほど個人主義度合いが高いまたは低いといった関係があると、文化

指標と誤差項が相関し、文化の係数𝜷は正しく推定できなくなる。地理的距離だけでなく、文化

的距離についても同様で、米国から文化的に遠い集団主義の国から個人主義的な米国に移民

する人ほど、個人主義的である場合、文化的距離は米国での幸福度と正の相関、出身国文化と

負の相関が生じるかもしれない。この場合、文化の係数𝜷には下方バイアスがかかることになる。

このような問題について、既存研究は出身国・居住国間の地理的距離（Figlio et al. 2019; 

Hanushek et al. 2022）や出身国から居住国へのこれまでの移民ストックの大きさ（Moriconi and Peri 

2019）を直接コントロールすることで対処している。 

 第四の課題は、居住国の環境や移民のセレクション度合い以外で、アウトカム Y に影響を与え、

かつ出身国の文化と相関する要因が誤差項に含まれている可能性である。それら要因としては、

出身国の所得水準や移民本人の価値観などが該当する。この場合も、文化の影響𝜷を正しく推

定することができない。一般的な対処例は、これら要因を可能な限り説明変数として含めコントロ

ールするというものである。例えば、出身国の長期志向文化がフロリダ州在住移民の学業達成に

与えた影響を分析した Figlio et al. (2019)は、出身国の一人当たり GDPをコントロールした。出身

国の労働と余暇に関する選好が欧州在住移民の雇用率に与える影響を推定した Moriconi and 

Peri (2019)は、出身国の属性（教育の質、言語、所得水準）や移民個人の価値観（信頼、女性の

労働参加に対する態度、宗教態度）をコントロールした。 

 

２．２．移民以外のデータを用いたアプローチ 

 同じ環境に直面するが文化が異なる人々として、移民よりさらに特殊な人々を対象に疫学的ア

プローチをとった研究もある。Fisman and Miguel (2007)は、米国ニューヨーク市の国連代表の外

交官のデータを用いて、腐敗度指数が高い国（腐敗をより許容する文化の国）の外交官ほど、違

法駐車の反則金未払いが多いことを見出した。Miguel et al. (2011)は、欧州でプレーするサッカ

ー選手のデータを用いて、選手の出身国の内戦経験年数が多い（暴力がより許容される文化で

ある）ほど、危険行動によってイエローカードやレッドカードをもらう回数が多くなるという関係を見

出した。7 

 また、移民や外交官、サッカー選手のように、比較的最近に海外から移動してきた人々ではな

く、文化の異なる人が同じ行政区内に長年住んでいる状況を見つけ出し文化の影響を特定する

研究が、特にスイスのデータを用いて行われている。同じ行政区に住む人々の比較であれば、

制度や政治経済社会の状況をコントロールすることが可能となる。ただ、文化のヴァリエーション

が 2～3 と少ないため、式(2)の推定ではなく、空間回帰不連続デザイン（spatial regression 

 
7 移民、外交官、サッカー選手以外では、留学生や多国籍企業勤務者の分析も考えられるだろう。 
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discontinuity design: SRDD）といった手法が用いられることが多い。例えば Eugster et al. (2017)は、

SRDD を用いて、スイス内部の地理的・文化的境界線付近は、労働市場や制度が同じだが、ドイ

ツ語話者圏からロマンシュ語話者圏に入った途端、失業（ジョブサーチ）期間が長くなることを見

出した。ロマンシュ語話者の方が労働時間減少規制を支持し、努力が成功に結び付くと考える傾

向が弱いという文化で、それが失業期間の違いにつながったと解釈されている。他にも、スイスの

同じ制度・市場内の文化的（言語）境界を利用して文化の影響を推定した論文として、Eugster et 

al. (2011, アウトカムは社会保険需要）、Eugster and Parchet (2019, 再分配選好）、Gentili et al. 

(2017, 介護形態)、Brown et al. (2018, 中学生の金融リテラシー)、Aepli et al. (2021, 企業内訓

練)などがある。 

スイス以外の国のデータを用いた同様の分析としては、Grosfeld and Zhuravskaya (2015)や

Walker (2020) がある。Grosfeld and Zhuravskaya (2015)は、ポーランドが 18世紀にロシア帝国、

ハプスブルク帝国、プロイセン王国の 3 帝国に分割された際の境界線付近のデータを用いて

RDD を行い、過去にどの帝国に属していたかによって、現在の宗教関連行動や民主主義に対

する信念が異なることを発見した。Walker (2020)は、ルーマニアにおいて 1919 年まで 100 年以

上ハプスブルク帝国の支配下にあった地域とそれ以外の地域との境界線付近のデータを用いて

SRDDを行い、過去にハプスブルク帝国下にあった地域の農家ほど多く貯蓄するという関係を見

出した。ただし、その経路を分析したWalkerは、文化ではなくハプスブルク帝国下における金融

アクセスの発展が高貯蓄につながったと解釈している。スイス以外の研究が少ないことからもわ

かるように、同じ行政区内に長年住む異なる文化の人々を比較する分析は、応用できるケースが

限られる点が難点である。 

 

３． 文化をどう計測するか 

2節では文化の影響の大きさを正確に計測する手法について概観したが、本節では、経済学で

はそもそも国（またはその他の集団）の「文化」をどう計測してきたのか、以下 5つの研究例を簡単

に紹介したい。 

① 国（集団）ダミーを文化とみなす 

② 文化を体現していると思われる国（集団）の客観的指標を用いる 

③ 質問紙調査の回答の国（集団）平均値を用いる 

④ 実験室（ラボ）実験またはフィールド実験で測る 

⑤ その他の手法（SWB との相関から推定、インターネット上でのデータ収集など） 

①～③の計測手法は、2節で取り上げた実証研究で多く用いられた手法である。まず、①の出

身国（集団）ダミーを文化とみなす場合、出身国ダミーに文化以外の要因も含まれる可能性があ

る、どういった文化が影響しているのか分からないという問題が生じる。②の出身国の文化を体

現していると思われる出身国の客観的指標で測る論文例としては、出身国の FLFP 率を女性の

労働参加に対する文化を体現しているとみなす Fernández and Fogli (2009)や、親との同居率に
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親との同居に対する文化的価値観が体現されているとみなす Giuliano (2007)などがある。ただ、

この計測方法も、各国の経済状況や制度など文化以外の要素が指標に反映されている可能性

がある。③は、WVS や Hofstede などによる質問紙調査の主観的または客観的回答の国平均値

を出身国の文化として用いた研究で、表 1 に掲載した多くの論文がこの手法を使用している。ど

ういった文化が影響しているのか分かるというメリットはあるが、アウトカムに影響する全ての文化

を網羅していない可能性が残る、順序尺度を用いた主観的回答の場合に「文化」の比較が難しく

なる（次章参照）、といった課題がある。 

④は実験室実験やフィールド実験で文化を測る手法である。詳細は、Horak (2018) や Thöni 

(2019)のレビュー論文に譲るが、先駆的な研究としては例えば Roth et al. (1991)や Henrich et al. 

(2001)がある。Roth et al. (1991)はエルサレム、ピッツバーグ、東京、リュブリャナ（当時のユーゴス

ラビアの首都）にて、Henrich et al. (2001)はアジア大洋州、南米、アフリカの 15 の小規模社会に

て、最後通牒ゲーム（ultimatum game）を行った。最後通牒ゲームは、Aさんがある金額のお金の

一部をBさんにオファーし（残りはAさんの取り分）、Bさんがその金額を承諾すればAさんの提

案通りにお金が分配され、Bさんがオファーを断ると、Aさんも Bさんもお金は全くもらえないとい

うゲームである。この時、Aさんがどのくらいの割合のお金をBさんにオファーするか（オファー比

率）は、社会によって大きく異なるという結果が得られている。この行動の違いが、社会における

公平性の規範（文化）の違いを反映していると考えれば、オファー比率を各社会の文化の指標と

して使うことができる。公平性以外にも、信頼、リスク選好や時間選好、協調・罰などに関して異な

る社会で実験を行い比較する研究がなされている（Horak 2018; Thöni 2019）。 

標準化された実験によって文化を測るメリットは、主観的回答を尋ねる質問紙調査で問題となる

回答の比較の難しさ（次章参照）がほとんどないことであろう。ただ、大学生などを対象した小規

模な実験では、そこで得られた結果が他の集団にも適応できるのかという外的妥当性の問題が

生じ、大規模に実験を行う場合には多額の費用がかかるという課題がある。この課題に対しては、

実験で観察できる行動を把握できるような質問を作成し、大規模に質問紙調査を行うことで対処

した Falk et al. (2018)がある。Falk et al. (2018)は 76 ヵ国・約 8万人にGlobal Preference Survey と

いう質問紙調査を行い、人々の時間選好、リスク選好、正および負の互恵性、利他性、信頼を測

定した。例えば、実験結果を踏まえ、受け取ったある金額のお金のうちいくらを寄付するか尋ね

る質問項目を利他性を測る質問項目の１つとしている。Falk et al. (2018)は、実験と質問紙調査の

両方の利点をうまく活用した調査だと言える。 

最後に、⑤のその他は、①～④に比べると研究が少ない手法である。例として、ま

ず、”experienced preferences”手法（Maseland and van Hoorn 2010）を紹介しよう。ある経験に対す

る個人の選好は、同経験が主観的厚生（SWB）に与えたインパクトの程度で計測できると考え

（Oumer et al 2020: 259）、そこで計測した選好の集団の平均値を同集団の文化と見なす手法で

ある。例えば、Oumer et al. (2020)は国ごとに、個人の SWB の回答を失業しているかのダミー変

数に回帰し、その失業ダミーの（負の）係数、つまり同国における失業による SWB の平均的な低
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下度合いを、同国の労働倫理文化の強さと見なした。この手法も、そもそも SWB を順序尺度を

用いた主観的回答で測った場合に比較が難しくなる他、計測できる「文化」指標が限定されると

いう課題がある。 

また、近年のインターネット上の情報の爆発的増加を背景に、SNS（ソーシャルネットワーキン

グ・サービス）などインターネット上の情報からデータを収集し、そこから文化を計測する手法も出

現している。例えば Obradovich et al. (2022)は、2017～2018年に 225 ヵ国・地域の約 20億人の

Facebookユーザーの約 6万カテゴリーの興味・関心のデータから、各国間や地域間の文化的距

離を計測した。この手法の利点は、無料で大規模なデータが入手できることである。一方で、最

大の課題は、Facebook の利用者が母集団であるため各国の全人口を代表しているわけではな

いこと、全ての文化的次元をカバーできるわけではないことが挙げられている（Obradovich et al. 

2022）。8 

 

４． 結び 

本章では、主に経済学分野の論文において、「文化」および「文化の影響」がどのように計測さ

れてきたか、主な先行研究を紹介・整理した。回帰分析によって文化がアウトカムに与える影響

を正しく推定するためには、アウトカムと文化の両方に影響する環境要因を完全に制御する必要

がある。このため経済学では、文化が異なる人々が同じ環境に直面している状況、つまり環境要

因が全員同一のため完全に制御できる状況を見つけ出して利用してきた。主に移民データを用

いた疫学的アプローチの他、文化の異なる人々が同じ行政区内に長年住んでいる状況に空間

回帰不連続デザインを適用した研究などが該当する。 

また、「文化」の計測手法として本章では、①国（集団）ダミーを使用する、②文化を体現する国

（集団）の客観的指標を用いる、③質問紙調査の回答の国（集団）平均値を用いる、④実験室（ラ

ボ）実験またはフィールド実験で測る、⑤その他（SWB との相関から推定、インターネット上での

データ収集など）などの手法を紹介した。文化の影響、文化自体の計測ともに、紹介した手法は

どれも完璧な手法というわけではなく、分析の限界をきちんと認識した上で、様々な頑健性チェッ

クを行うなどしてできる限りそれらの限界に対処する必要がある。 
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表 1 移民データを用いた疫学的アプローチの実証論文例 

論文 使用データ アウトカム指標（𝒀𝒊𝑹𝑶𝒕） 文化指標（𝑪𝒖𝒍𝒕𝒖𝒓𝒆𝑶） 

Giuliano (2007)  
米国、第二世代移民、18-33 歳若者 

（Census, CPS） 
親と同居有無 

①出身国の Y平均 

②出身国ダミー 

Fernández and Fogli 

(2009) 

米国、第二世代移民、30-40 歳既婚女

性（Census） 
女性の労働時間、子供の数 

① 出身国の過去の FLFP率 or TFR 

②出身国ダミー 

Alesina and Giuliano 

(2011) 
欧州 32 ヵ国、第二世代移民（ESS） 政治的態度、信頼、変化嫌い 

出身国の family ties指標（家族の重要性、親
と子供の義務・責任に対する考え方、親への愛

情・尊敬から合成）平均 

Alesina et al. (2015) 米国、第二世代移民（CPS, GSS） 
地理的移動、賃金、失業確率、

労働市場規制への支持 

出身国の family ties 指標（親との同居有無、
親への愛情・尊敬、親が子を誇れるのが人生目

的、親の義務・責任、子供にとって従順の重要

性）平均 

Luttmer and Singhal 

(2011) 
欧州 32 ヵ国、第一・二世代移民（ESS） 所得分配選好、投票行動 出身国の Y平均 

Helliwell et al. (2016) 
132 ヵ国、第一世代移民（+自国民） 

（Gallup World Poll） 
信頼、generosity（寄付行動） 出身国の Y平均 

Hajdu and Hajdu (2016) 欧州 34 ヵ国、第一・二世代移民（ESS） 生活満足度 出身国の Y平均 

Figlio et al. (2019) 

①米ﾌﾛﾘﾀﾞ州、第一・二世代移民、K-12

生徒（行政データ） 

②37 ヵ国、第一・二世代移民、15 歳生

徒（PISA） 

学業達成（テストスコア、欠席・

問題行動、進学など） 
出身国の長期志向文化指数 
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Fuchs‐Schündeln et al. 

(2020) 

①ドイツ、第二世代移民 （GSOEP） 

②英国、第二世代移民（Understanding 

Society Survey） 

貯蓄率 
出身国の倹約志向、資産蓄積志向、自制

心、長期志向、不確実性回避 

Lu et al. (2021) 米国、第二世代移民（米 FDIC調査） 
金融サービスへのアクセス・利

用 
出身国の個人主義指数 

Hanushek et al. (2022) 
48 ヵ国、第一・二世代移民、15 歳生徒

（PISA） 
テストスコア 出身国の我慢強さおよびリスク選好の平均 

注：Y と Culture の欄の太字は主観的な回答（が含まれていることを示す）。使用データの正式名称は次のとおり：米 CPS: Current Population Survey; ESS: 

European Social Survey: 米GSS: General Social Survey; PISA: Programme for International Student Assessment; 独GSOEP: German Socio-Economic Panel; 

米FDIC調査：Federal Deposit Insurance Corporation (FDIC) National Survey of Unbanked and Underbanked Households. FLFPは female labor force participation

（女性労働参加）, TFRは total fertility rates（合計特殊出生率）。 


